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錦江町地方創生推進委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）に基づく錦江町総合戦略

（以下「総合戦略」という。）の策定及び検証等に関し、必要な取組みの方向性を整理す

るため、錦江町地方創生推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（委員会の業務） 

第２条 委員会は、総合戦略に示すべき取組みの方向性及びその効果について検討・検証

し、必要な意見の集約を行う。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員 25人以内をもって組織する。 

２ 委員は次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 産業界における団体の役員及び職員のうちから町長が委嘱する者 

(2) 行政機関における団体の役員及び職員のうちから町長が委嘱する者 

(3) 教育機関における団体の役員及び職員のうちから町長が委嘱する者 

(4) 金融機関における団体の役員及び職員のうちから町長が委嘱する者 

(5) 労働関係団体における役員及び職員のうちから町長が委嘱する者 

(6) 前各号に掲げるもののほか、町長が特に必要と認める者 

３ 委員長及び副委員長は、委員の互選により選出する。 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、平成 29年 3月 31日までとする。 

（職務） 

第５条 委員長は、委員会を代表し、議事その他会務を総括し、会議の議長となる。 

２ 委員長が欠けたとき又は委員長に事故あるときは、副委員長がその職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、最初に開催される会議は町長が招

集する。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければこれを開くことができない。ただし、委員長

が必要と認めたときは、持ち回り審議により委員の意見を聴くことができる。 

３ 委員長は、必要があると認めたときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見を聴く

ことができる。 

４ 議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、政策推進課において処理する。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 27 年 6月 1日から施行する。 

資料１ 
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錦江町地方創生推進委員会　委員名簿

番号 区分 氏名 団体等名称 役職

1
染川　金治 錦江町商工会 会長

2
桑原　克幸 鹿児島県建設業協会大根占支部 副支部長

3
鳥渕　千秋 鹿児島きもつき農業協同組合 理事

4
日高　寿美 おおすみ岬漁業協同組合　大根占本所 本所長

5
柿迫　美智代 大隅森林組合　南大隅支所 支所長

6
黒瀬　孝一 肝属郡医師会立病院 事務長

7
行政機関 永田　兼一 大隅地域振興局

総務企画部
総務企画課長

8
萩野　誠 鹿児島大学 法文学部教授

9
海江田　浩二 南大隅高校 校長

10
中村　一生 鹿児島銀行大根占支店 支店長

11
萩原　誠 鹿児島相互信用金庫大根占支店 支店長

12
労働機関 藤田　正弘 鹿屋公共職業安定所 所長

13
（言論） 大楽　剛士

（株）ＪＴＢコミュニケーションズ九州
【元　TJかごしま】

課長
【情報戦略室長】

14
遊喜　富子 錦江町民生委員・児童委員協議会

主任児童委員
（大根占地区）

15
鶴園　章子 錦江町民生委員・児童委員協議会

主任児童委員
（田代地区）

16
宿利原地区公民館（連合会会長） 館長

17
表木　幸六 麓地区公民館（連合会副会長） 館長

18
城下　浩一 錦江町子ども会育成連絡協議会 会長

19
福岡　和德 NPOきんこう・まちむらネットワーク 理事長

20
濵田　ひとみ 公募委員 一般

21
濵田　隆介 公募委員 一般

22
中濵　佳代子 公募委員 一般

23
寺田　洋人 公募委員 一般

24
戸田　香織 公募委員 一般

産業界

教育機関

金融機関

町長が特に
必要と認め
る者


